
 

 

～ 日本海難防止協会シンガポール連絡事務所発SRO news ～ 

（Ref No：22－002） 

 

１ パラオのウィップス大統領に対する以下のテーマに関するインタビュー：

2024年に終了するコンパクト、COVID-19感染拡大及び回復、アワ・オーシャン

会合開催に向けて、太平洋諸島フォーラム（PIF）からのミクロネシア各国の

撤退による亀裂の修復の方向、e レジデンシー導入の目的及び反応、パートナ

ー国や同盟国による太平洋地域での軍事活動の増加に対する立場、気候変動対

策で世界が 1.5℃削減目標達成が軌道に乗っていないことのパラオにおける意

味 

原文 

（28th March 2022, Radio NZ） 

 

２ ユナイテッド航空は、4 月 1 日からパラオ・フィリピン間で週 1 便の運航

を再開した。従業員の採用再開も期待されている。 

原文 

（1st April 2022, Island Times） 

 

３ 在マーシャル諸島の田中大使とマーシャル諸島のネムラ外相は、430 万ド

ル相当の重機、260 万ドル相当の固形廃棄物管理設備、MEC（Marshalls Energy 

Company）に対する 260万ドルのディーゼル燃料の総額約 950万ドルの無償資金

協力について交換公文の署名を行った。昨年 7月の太平洋・島サミット（PALM9）

における日本の約束の一環。 

原文 

（1st April 2022, Marshall Islands Journal） 

 

４ ミクロネシア連邦のパニュエロ大統領は、中国の習近平国家主席への書簡

で、ロシアにウクライナ侵攻を止めるよう要請するよう訴え、中国に世界的な

リーダーシップを発揮するよう求めた。 

原文 

（29th March 2022, Radio NZ） 

 

５ ミクロネシア連邦のパニュエロ大統領は、ソロモン諸島のソガバレ首相に

書簡を送付し、ソロモン諸島に中国の軍事的プレゼンスが確立された場合の太

平洋地域の長期的な安全保障の影響を深く検討するよう強く訴えた。パニュエ

ロ大統領は、太平洋が「将来の大国間の対立の震源地」になることを懸念し、

ソロモン諸島の決定が太平洋地域の共通の故郷であるブルーパシフィックに与

https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/464160/palau-s-president-fronts-up-on-pif-rift-covid-19-and-climate-change
https://islandtimes.org/united-resumes-weekly-flights-to-philippines/
https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/464236/fsm-president-asks-china-to-help-stop-war-in-ukraine


える影響について話し合うために、「私（※パニュエロ大統領）や太平洋諸島

フォーラム（PIF）に連絡を取って」相談するようを求めた。 

原文 

（31st March 2022, PACNEWS） 

 

６ ニュージーランド（NZ）のアーデーン首相は、中国がソロモン諸島に軍隊

を駐留させる理由は「ほとんどない」と述べ、漏洩された両国の安全保障条約

案を「深刻な懸念」と表現した。先日のソロモン諸島での暴動では、豪州と NZ

の両国からソロモン諸島の安定化支援のための人員、船舶及びプレゼンスがあ

り、それはこの地域の外からそのような支援の必要がないことを示したと述べ

た。 

原文 

（28th March 2022, 1 News） 

 

７ ソロモン諸島と中国との間の漏洩された条約案によれば、中国の船は太平

洋に拠点を置くことができ、オーストラリアの海岸から 2000キロ以内に海軍基

地を置くことも可能となる。豪州のペイン外相とセセリャ国際開発・太平洋担

当相は共同声明で、豪州は全ての太平洋諸国が主権に基づき行った決定を尊重

するとしつつも、インド太平洋地域の安定とセキュリティを損なう可能性のあ

る行動を懸念していると述べた。 

原文 

（28th March 2022, PACNEWS） 

 

８ ニュージーランド国立水圏大気研究所（NIWA：National Institute of 

Water and Atmospheric Research）の科学者達は、トンガで１月に噴火した海

底火山の周辺の海底調査を実施するため出航する。この  NIWA-Nippon 

Foundation Tonga Eruption Seabed Mapping Project の目的は、海底の変化、

火山の形状、堆積物の広がりをマッピングし、海底ケーブルの切断点や海洋生

物への影響を調査するもので、資金は日本財団から提供される。日本財団の笹

川会長は、「環太平洋地域で同様の自然災害に備えるため、この取り組みは非

常に重要だ」と述べた。 

原文 

（1st April 2022, PACNEWS） 

※NIWA HP（リンク参照） 

 

  

https://pina.com.fj/2022/03/31/fsm-president-appeals-to-solomon-islands-pm-to-consider-long-term-consequences-of-the-security-deal-with-china/
https://www.1news.co.nz/2022/03/27/pm-says-solomon-islands-relationship-with-china-gravely-concerning/
https://pina.com.fj/2022/03/28/australia-still-supporting-solomons-pm-morrison/
https://pina.com.fj/2022/04/01/scientists-to-set-sail-for-tonga-to-map-sea-floor-following-eruption/
https://niwa.co.nz/news/niwa-nippon-foundation-tonga-eruption-seabed-mapping-project-a-%E2%80%9Crare-opportunity%E2%80%9D-to-study-effects


 

 

 


